

平成９年版 大阪労働白書 の概要

─いま障害者雇用は～ノーマライゼーション社会の実現のために─


　

【要約】 

第１部　いま障害者雇用は～ノーマライゼーション社会の実現のために～

◆大阪府内における障害者雇用の現状（第１章）
（１）民間企業における雇用状況
　平成８年６月現在で、1.6％の法定雇用率が適用される民間企業（常用雇用者63人以上）における雇用状況をみると、実雇用者は1.49％と前年と同率であるが、障害者の雇用数は２万9,713人と前年に比べ3.1％減少している。
　法定雇用率未達成企業の場合は、48.9％と依然半数近くの企業が未達成である。
（２）地方公共団体における雇用状況
　非現業的機関（法定雇用率2.0％）における障害者の雇用数は2,115人、実雇用率も2.06％となっており、現業的機関（法定雇用率1.9％）では、障害者の雇用数は202人、実雇用数は2.40％であり、いずれも法定雇用率を超えている。
◆企業における雇用の実態と障害者自身の就労に対する考え方（第２章）
●企業における雇用の実態と障害者自身の就労に対する考え方（第１節）
　府内の各企業における障害者雇用の現状と課題を把握するため、5,000企業（回答1,709社、うち法定雇用率適用対象外企業（63人未満）は627社）の人事労務担当者に対するアンケート調査を行った。
（１）障害者雇用の現状
　回答のあった1,709社企業のうち、「現在、障害者を雇用している企業」は878社（51.4％）、「過去に雇用していたことがあるが、現在は雇用していない企業」は194社（11.4％）、「雇用したことはない」は547社（32.0％）であった。
（２）障害者雇用に関する企業の考え方
（ア）障害者雇用に関する基本方針
　企業が障害者の雇用に関して基本的にどのような考え方に立っているかをみると、「障害のある人、ない人を区別しないで、必要な人材として雇用する」626社（36.6％）、「できるだけ雇用したいが、職域の制約などから現状では受け入れは難しい」604社（35.3％）、「社会的責任であるため、法定雇用率は達成できるよう雇用する」281社（16.4％）、「雇用は困難」155社（9.1％）となっている。
（イ）障害者雇用に対する不安
　障害者を雇用する場合に事業主が抱く不安については、「安全性の確保」1,053社（回答企業の61.6％）、「作業効率・品質管理面」542社（同31.7％）、「障害者に関する知識やノウハウ不足」321社（同18.8％）となっている（複数回答）。
（ウ）障害者をこれまで雇用できなった理由
　「これまで障害者を雇用したことがない企業」547社にその理由を聞いてみると、「障害者に適した適切な業務がなかった」329社（雇用経験なしの企業の60.1％）、「就労環境や設備の整備が困難」155社（同28.3％）、「法定雇用率適用外（常用労働者数62人以下）の企業であるため、雇用について特に考えなかった」138社（同25.2％）となっている（複数回答）。
（エ）今後の障害者雇用の見通し
　今後の障害者雇用の見通しについて、「今後は（今後とも）あらたに雇用する（雇用に向け検討する）」と回答した企業が678社（39.7％）、「今後は（今後とも）あらたに雇用しない（雇用には消極的）」が849社（49.7％）となった。なお、法定雇用率が適用される63人以上の企業のみを集計してみると、「雇用する」が52.2％、「雇用しない」が38.2％であった。
（オ）今後雇用する理由と雇用職務
　今後の雇用を積極的に考える企業（678社）にその理由をきいたところ、「企業の社会的責任」449社（今後雇用すると回答した企業の66.2％）、「法定雇用率の達成のため」264社（同38.9％）、「障害者が十分戦力になっている。また、今後もそのような障害者を雇用できると考えている」244社（同36.0％）となっている（複数回答）。
　また、今後雇用する職務では「製造･検査業務」、「総務･庶務･経理業務」、「情報処理業務」の回答数が多くなっている。
（カ）今後雇用できない理由
　今後（今後とも）障害者を雇用しない（あるいは雇用には消極的）と回答した企業（849社）に理由をきいたところ、「就労環境や設備環境が改善できない」381社（雇用しないと回答した企業の44.9％）、「現在の経済環境下では雇用できない」293社（同34.5％）、「適切な受入業務がない」251社（同29.6％）、といった経営動向等に関連する要因が大きくみられる。
（キ）企業の意識について
　「現在の雇用の有無」により「今後の雇用の見通し」の回答を分類してみると、「現在雇用している企業」878社のうち、「今後とも雇用する」が480社と多くなっているが、「雇用したことがない企業」547社では、「今後雇用する」は82社にすぎず、「今後雇用しない」が424社となっている。このように企業における今後の障害者雇用の見通しと現在の障害者雇用の有無に相関関係がみられる。
（３）障害者雇用企業の雇用動機など
（ア）雇用の動機
　企業が障害者を雇用した動機としては、多い順に、「一般採用（定期採用）の際に必要な人材と判断して」507社（障害者を現在雇用及び過去に雇用した経験のある企業の計1,072社（以下（オ）まで同じ）の47.3％）、「労災、事故などにより障害者となった社員の雇用継続」299社（同27.9％）、「法定雇用率の維持・達成のため」261社（同24.3％）となっている（複数回答）。
（イ）障害者雇用に際しての配慮
　「社内のコンセンサスづくり」が432社（同40.3％）が最も多いが、「特にない」398社（同37.1％）と回答する企業も多く、次いで「障害に配慮した職務開発や職場環境の整備」251社（同23.4％）となっている（複数回答）。
（ウ）雇用に伴う職場への影響
　「社員の障害者理解が深まった」444社（同41.4％）が最も多かったが、「特にない」398社（同37.1％）、「福祉・人権問題への社内の関心が深まった」150社（同14.0％）となっている（複数回答）。「特にない」という回答は、「障害者雇用を特別視しない」という意味の回答も多く含まれていると考えられる。
（エ）雇用管理上の問題点等
　「特にない」495社（同46.2％）が最も多く、続いて「安全性の確保に限界があり、常に事故の心配」297社（同27.7％）、「作業能率･持続性に問題がある」145社（同13.5％）となっている。
（オ）事業主から見た離職理由
　「定年、期間満了、結婚退職」230社（同21.5％）、「健康上の理由」144社（同13.4％）、「職場での人間関係上の問題」108社（同10.1％）となっている（複数回答）。
●障害者自身の就労に対する考え方～職業能力開発施設の修了生のヒアリング調査から探る（第２節）
　府内の職業能力開発施設の修了生（概ね修了後５年以内）152人（現在働いている127人、過去に働いていた17人、働いたことがない８人）に対し、ヒアリング調査を行った。
（１）障害者が仕事や職場（企業）に求めることなど
（ア）仕事に就くとき重視した点
　「勤務地、通勤に関すること」65人（就業経験のある144人のうち45.1％）が一番多く、次いで「職務内容に関すること」63人（同43.8％）、「障害を考慮した作業施設、作業環境に関すること」40人（同27.8％）となっている。全体的に「働きやすさ」に重点が置かれており、企業経営や労働条件に関するものの優先順位は高くなかった。
（イ）現在の仕事で改善してほしい点
　「賃金・手当に関すること」36人（同25.0％）が多く、「賃金以外の労働条件に関すること」21人（同14.6％）、「事業所全体の障害者への理解に関すること」18人（同12.5％）と続いている。賃金手当や労働条件は、仕事に就くときの優先度は高くなかったが、就職後、時間が経ってから改善を希望する項目とも考えられる。
（２）将来の生活に関する不安や就職や職業訓練にあたっての困難
（ア）将来の生活に関する不安
　「自分の障害や健康管理に関すること」（55人）が最も多く、次いで「就労先が常に確保できるか」（48人）、「日常生活全般（結婚、暮らし、教育など）に関すること」（46人）、「保護者など支援してくれる人が亡くなった後のこと」（44人）となっている（複数回答）。
（イ）就職や職業訓練にあたっての困難
　「障害があるため仕事が見つからない、受験させてもらえない」という就職に際しての苦労や、「誤解を受けて、精神的につらい思いをする」、「健康管理が大変である」など、日頃の職業生活における困難などが挙げられた。
◆今後の課題と取り組みのあり方（第３章）
（１）事業主への指導啓発強化による雇用促進
　今般、「障害者の雇用の促進等に関する法律」が改正され、知的障害者が法定雇用率の算定の基礎に加えられることとなったのに伴い、一般の民間企業に対する法定雇用率も1.6％から1.8％に引き上げられることとなったことなどを踏まえ、障害者の雇用促進を一層図る必要がある。このため、各種助成金制度の活用、雇用好事例の周知、職場実習の活用等により事業主への雇用啓発が求められる。
　また、公共職業安定所の指導体制の強化を図りつつ、その指導・援助の充実が必要である。
（２）事業主への相談・援助等支援体制の充実
　障害者の職業の安定を図るためには、雇い入れの促進のみならず、その職場適応が重要であることから、事業主に対するきめ細やかな相談、援助や各種助成措置の充実等により、障害の種類及び程度に応じた適正な雇用管理が望まれる。また、障害者を雇用する企業への支援のための各種施策を効果的・効率的に実施することが必要である。
（３）障害者雇用を進める企業風土づくりと働きやすい職場環境づくり
　企業の社会的責務を果たすという観点から法定雇用率を達成し、雇用障害者が有為な職業人として自立するという風土を育むため、各事業所に働く労働者全員で気運の醸成を図る必要がある。
　また、働きやすい職場環境づくりを行うことについても、事業主はもとより、共に働く労働者とりわけ労働組合としても理解を深め、職場が一体となって取り組んでいく必要がある。
（４）障害者の労働条件の向上
　障害者の安定的雇用関係や労働条件の向上を図っていく必要がある。また、個々の障害者に応じた配慮や雇用支援を行うとともに、「短時間勤務」「在宅勤務」など障害の特性に応じた多様な雇用形態の導入によって、障害者が働きやすい条件整備を行うことが求められる。
（５）障害者の職業訓練機会と訓練内容
　職業訓練が就職や職場定着などに大きな役割を果たしていることから、職業訓練機会の拡充が今後も必要である。また、在職中の障害者のスキルアップのためにも、在職者訓練の拡充が求められる。
　これらの訓練内容については、産業界の実態にあったものとなるよう恒常的な見直しが必要である。
（６）就職後のフォローと関係機関の連携の強化
　公共職業安定所、職業能力開発機関、養護学校等教育機関等が、就職した障害者の勤務状況等を含めたフォローを行い、職場適応の促進等に努めることが求められる。
　また、それらの情報を各機関にフィードバックし、活用を図ることが求められる。
（７）地域レベルにおける雇用及び生活全般への支援が必要
　障害者の職業的自立を進めるためには、障害者が生活している地域社会の場で関係機関の緊密な連携による取り組みが必要であり、労働、教育、福祉などの協力のもと一貫した職業リハビリテーションを行っていくネットワークづくりや、障害者の職業生活にかかわる社会環境の総合的な整備が求められる。

第２部　労働組合はどこに行くのか～組織率低下の中での府内労働組合リーダーの意識調査結果について～

（１）統計からみた労働組合組織率の推移について
（ア）組織率等の現状
　平成８年６月30日現在、全国の組合員数は1,245万１千人であり、前年比16万２千人（1.3％）減少した。また、推定組織率は23.2％となり、２年連続して24％を下回るとともに、戦後最低を更新する結果となった。
　府内の状況は、組合員数104万3,815人で、前年比１万5,889人（1.5％）減少した。また、推定組織率は22.7％で前年比0.6%ポイント低下、４年連続して24％を下回る結果となり、同組織率が明らかである昭和51年以降で最低を更新する結果となった。
（イ）労働組合組織率を引き下げる要因の分析
　組織率の低下の原因と背景については、各文献･調査報告書等により、様々な分析・評価等が行われている。
　『労働組合組織率の現状と展望』（1990年、(財)日本生産性本部）によると、「我が国のサービス経済化による雇用構造の変化」を最も大きな原因として捉え、また、『労働組合は本当に役に立っているのか』（1988年、総合労働研究所）では、特に非正規従業員と労組の関係を分析し、「パートタイム労働者が労組の組織化に馴染まないのではなく、既存の組合の形態、活動がパートタイム労働者に馴染まないのだ」としている。さらに、『現代の労働組合』（1991年、中央経済社）では、「就業構造の変化による第三次産業の割合の増加」であり、「伝統的に労組の組織率の高い製造業等で雇用が伸び悩む一方、伝統的に組織率の低い卸売・小売業雇用が増加しており、結果として組織率を引き下げている」ことが原因としている。
（２）「労働組合リーダーの意識調査」について
（ア）今回の調査に至る背景
　国際的「大競争」時代における各企業のリストラとこれに伴う解雇・出向問題、パートタイマー、派遣・契約労働者の増加等、これまでにない労働形態の多様化等を中心に、我々の経験したことのない複雑な労働問題が提起されている。大阪府に対しても、労働相談という形で府民からの疑問や批判等が寄せられている。これらの相談に対応する時、例えば、労働相談という「個別」施策の機能強化・充実と並行して、その「個別」施策を含めての労政行政の目的と具体的施策の確立という、「全体」施策に関する課題の検討も焦眉の急であるとの問題認識から今回の調査は企画された。
（イ）調査の概要
・調査の名称：「府内労働組合リーダーの意識調査」
・実施主体：大阪府労働部労働政策課
・調査時期：平成９年５～６月
・調査対象：府内主要労働組合の役員
・調査項目
「１－（１）」労働組合組織率の低下に関する社会的要因
「１－（２）」労働組合組織率の低下に関する内部的要因
「２」組織率減少傾向が継続する場合の懸念材料
「３」これらの現象に対する労働組合の取り組み現状
「４」労働組合の組織拡大における現状での未改善点
「５」各課題を総括して、今後の労働組合の進むべき方向
「６」大阪府の労働行政への期待」
・調査方法
「１」～「３」設問に対し適否を判断した上で意見を求めた。
「４」～「６」設問に対し意見を求めた。
・その他
日常的に接触のある労組を中心に抽出・限定したもので、統計手法を用いたものではなく、あくまで労組役員個人の見解等を問うたものである。
（３）回答の概要
（ア）組織率低下の社会的要因について
（a）「就業構造の変化等への対応が不十分」（同意＝約６割、保留＝約３割、不同意＝約１割）
　雇用形態の多様化等に労組が対応できていないという指摘がみられ、全体としては、産別組織での取り組みへの期待があると思われ、今後の組織化課題として改めて単組と産別等の関係が浮かび上がったと思われる。
（b）「企業の雇用調整の場面に直面し、企業内組合が大勢であるため、対応に限界がある」（同意＝約５割、保留＝約２割、不同意＝約３割）
　雇用を守る原則と経営実態との中での苦悩がある一方、中小労組への影響を心配する傾向が特徴的である。同意・不同意のいずれもそのことから出発した組織化への新たな戦略を模索していることは共通していると思われる。
（c）「給与水準の向上等により労組の役割が以前に比べて組合員にとって身近に感じられない」（同意＝約２割強、保留＝約４割強、不同意＝約３割）
　「給与水準の高い労組の一部にはその傾向が認められる」との指摘や「中流階級意識が強すぎる」、「さほど怒りが大きくまとまらない」との嘆きにも似た意見がある一方、労働条件は設問の水準に未だ至っていないとの指摘もある。
（d）「企業業績に格差がある中、産別労働運動の機能が果たしにくくなってきている」（同意＝約４割強、保留＝約２割、不同意＝約４割弱）
　産別・単組関係の見直しに積極的な考えがある一方で、「産別の機能を果たすには、日常の労使双方の協議や産別内の情報交換が必要」との意見や、産別機能の重要性を肯定する傾向及び一層の機能強化を求めるものがみられた。
（e）「若年層の勤労観の変化から『企業内組合』運動が実効あるものとは感じられない」（同意＝約５割、保留＝約４割弱、不同意＝約２割弱）
　「勤労の質が変わってきていることから、一概に企業内組合としてくくりにくくなっている」等の時代認識により新たな展開を示唆するものがある一方で、「安定した労働環境を求める企業内組合の役割は起こりうる」等の、今後も企業内労組の役割はあるとの考えが多くみられた。
（f）「組織よりも個の尊重という意識変化と相まって集団行動が敬遠されてきている」（同意＝約５割、保留＝約３割、不同意＝約２割弱）
　学校教育のあり方等の労組外における要因を指摘する特徴があるほか、若年層への求心力の不足に戸惑う様子が窺える一方、今後への期待感もみられた。
（g）「社会主義勢力が退潮し、対資本というイデオロギー的主張が受け入れられなくなった」（同意＝少数、保留＝約４割強、不同意＝約５割）
　圧倒的多数が同意を行わなかったことが最大の特徴。総じての組合員への影響は少ないとの評価を示した。
（h）「政界再編等を原因に政党との支援関係の見直し等が組織の団結に支障を来たしている」（同意＝約４割強、保留＝約１割、不同意＝約４割強）
　同意・不同意に二つに割れた回答となり、労組と政党との関係については、今後ともこの二つの潮流が並行するものと思われる。
（イ）組織率低下の組合の内部的要因について
（a）「組織化に伴う財政負担の増大等を理由に、未組織労働者の組織化意欲が乏しい」（同意＝約２割強、保留＝約４割、不同意＝約４割弱）
　約７割強が同意せず、財政的課題と組織化問題とは概ね別要素とする傾向がみられた。
（b）「専従のオルグの配置・育成が進んでいない」（同意＝約７割弱、保留＝約３割弱、不同意＝約１割）
　組織化には専門的な人員配置等が必要であるとの共通認識を示し、それが実現できない現状に苦悩する姿が窺われる。職場との関係での問題を指摘するもののほか、労組自らの反省がみられた。
（c）「専従オルグを抱えている産別等でも、雇用調整により、全体的な底上げにつながらない」（同意＝約５割強、保留＝約４割、不同意＝少数）
　不同意以外で約９割強を占め、組織化を上回る雇用調整のある現状が浮き彫りにされた。これに有効な方針等が確立されるかどうかが、今後の労組の動向の大きな鍵になると思われ、雇用調整に追いつかない労組の焦燥感がみられる。
（d）「組合費の納入を負担と感じる組合員がいる」（同意＝約３割、保留＝約６割、不同意＝約１割）
　約９割が設問にある状況を認めているが、それを踏まえての対応等に取り組む姿勢が鮮明に打ち出されるなど、積極的な態度がみられた。
（ウ）労働組合の今後の懸念要因について
（a）「労働組合の社会的・政治的影響力の低下」（同意＝約５割、保留＝約２割強、不同意＝約３割弱）
　組織率の低下傾向が継続すればの前提で、約半数が懸念材料として同意を示したが、約半数の保留・不同意の意見では、逆に今後は工夫次第では影響力が高まるとの観測を示すなど、全体的に低下を防ごうとの意気込みがみられる。
（b）「労働組合の企業内での発言力の低下」（同意＝約３割、保留＝約２割、不同意＝約５割）
　同意を示したのは約３割に止まり、総じて労組の企業内における立場に自信を示している。同時に重要な課題としての認識は堅持しており、同意意見においても低下傾向を冷静に予想しつつも悲観論の立場にたっていないことが特徴である。
（c）「少数組合の組織化に伴う労々対立、労働戦線の分裂と対立による労働組合への嫌悪感」（同意＝約１割、保留＝約６割弱、不同意＝約３割）
　保留が約６割を占め、労組の微妙な感覚が窺われる。全体として、労々対立についての積極的な肯定意見のなかったことが特徴的。不同意意見でも、要求の多様化が少数組合を生み出す結果となることのみを示すなどしている。
（d）「これらなどにより、労働組合の存在の希薄化、一層の組合離れの拍車化等」（同意＝約４割弱、保留＝約２割強、不同意＝約４割）
　概ね三つに分かれる結果となり、それぞれが現状認識と対応策を示唆するなど、具体的な方針等さえ確立されれば悲観視する必要のないことが明らかとなったと思われる。
（エ）労働組合の組織拡大努力について
　労組は現状を憂慮し手をこまねいているばかりではない。現状の打開、組織の維持拡大に向け種々の努力を傾けている。その努力の内容、個別の組織拡大の方策に対する考え方を紹介し傾向を分析する。
（a）「中小零細企業、とりわけ未組織労働者の組織化に力点をおいた運動を展開する」（同意＝約10割弱、保留＝少数、不同意＝０）
　中小・未組織を中心とする組織拡大は、その必要性、重要性ともほぼ全体が肯定的に捉えている。組織の形態から主に中小企業を傘下に抱える産別は組織拡大の対象そのものとならざるを得ないが、幾つかの少数意見からは方針と現実の狭間が垣間見えてくる。
（b）「管理職、女性、パートタイマー、外国人等の対象を限定した組織化に努める」（同意＝約５割弱、保留＝約３割強、不同意＝約２割）
　対象の限定については、パートタイマーについて積極的評価がみられたものの、全体的には職種、雇用形態の違いにかかわらず、加入を希望するあらゆる者を受け入れる体制を先ず作るべきという意見が大勢を占めた。
（c）「（上記a、b）を実行あらしめるため、『合同労組』を産別内に設置する」（同意＝約３割、保留＝約７割弱、不同意＝少数）
　概ね賛同するという声が大勢だが、既に個人加盟形式がある、または「支部形式」の合同労組で個人加盟を受け入れている産別も含め、具体的な活動はその組織化の困難性等から否定的意見が多数を占めた。これらに共通しているのは、「これまでの産別運動」の枠を一歩踏み出すことへの不安等であろう。
（d）「労組本来の役割を再認識し、雇用の確保等に力を注ぎ、存在意義を知らしめる」（同意＝約９割、保留＝約１割、不同意＝０）
　殆どが「当然のこと」と述べているが、若干の否定的意見も出された。
（e）「労組の存在意義についての教育・宣伝に力を入れる」（同意＝約９割、保留＝約１割、不同意＝０）
　本項目についても寄せられた殆どが「当然のこと」と捉えている。
（f）「労組独自の福利厚生制度を充実させ、魅力ある労働組合とする」（同意＝約７割、保留＝約３割弱、不同意＝少数）
　一般的な傾向として肯定的に捉えているものの、独自の制度を有している産別では、「拡充」と「見直し」が約半数ずつあり、また、必要性は認めるものの現実問題として対応できないとの意見も出された。
（g）「既存の無所属労組への働きかけを強める」（同意＝約９割、保留＝約１割、不同意＝少数）
　概ね肯定的に捉え、既に既存労組への働きかけを進めていることが明らかになった。一部では、関連労組が少なく取り組みを進めたくとも進められない、効果を挙げにくいとの意見が出された。
（h）「社会的な課題の底上げを図るべく、政策制度要求や政治的影響力の駆使に力を入れていく」（同意＝約９割、保留＝約１割、不同意＝０）
　ほぼ必要性を認め今後も積極的な展開を図っていくとの姿が窺えるが、現実には労組としての取り組みの限界の指摘や反省もみられる。
（オ）努力が報われない現状について
　ここでは、労組のリーダー達は懸命な努力を重ねているものの、何故このような種々の努力が報われないのか、また組織化が遅々として進まない現状をどう捉えるのかについての考え方を聴いた。
　「努力が報われない現状」については、特徴として、いずれも今日の現状を悲観的には捉えていないことが窺えるとともに、現状認識では、概ね四つに分類され、一つは、労組の体質や役員自身の変化の必要性、二つには、より一層の努力と取り組みの強化の必要性、三つには、社会情勢等から来る一時的なものであるという分析、四つには、その他の意見が出された。
（カ）今後の労働組合の進むべき方向等について
　労組は今日の低迷する組織拡大について、それほど悲観的ではないものの、明確な展望を見いだしている訳ではない。ここでは、今後、労働組合自らが何をすべきであると考えているのかを聴いた。回答に共通しているのは、労組への信頼の確保であり、労組本来の役割・原点を大切にする運動の確立である。
　信頼確保へ向けたアプローチの違いから、次の二つとその他の意見が分類された。一つは、労組本来の役割を認識し、組合員本位という原点に立ち返った運動を展開することにより発展を見い出そうとするもので、二つは、企業内組合運動のみからの脱却、あるいは上部組織への一層の結集と機能強化をめざすことにより発展を見い出そうとするものである。
　最後に大阪府労働行政に期待することについても自由に記述を願った。非常に多くの意見を頂戴し今後の労働行政、とりわけ労政行政を展開する上で貴重な示唆等を得ることができた。
　以上のような労組のリーダーから寄せられた意見から、概ね今日の労組の持つ課題が改めて浮き彫りになったものと考えているが、これらの意見は、行政のみならず、府内の労組、勤労者にとっても、改めて労働組合を理解する上での一助となるのではないだろうか。
　また、全体を通じて共通するのは、組織の維持拡大に向けての各リーダーの真摯で積極的な取り組み姿勢もあり、果敢なチャレンジ精神である。現状に安閑とすることなく、悩みながらも様々な努力を傾注している姿は、労組は正に人間によって運営されていることを物語っている。府内各労組の一層の発展と各リーダーの奮闘を願って止まないものである。

第３部　大阪労働経済の動向

◆経済及び労働経済の動向（第１章）
　景気回復過程に入った我が国経済は、平成８年においては、民間需要が牽引役となり、緩やかながら回復の動きを続けた。しかしながら、雇用情勢をみると有効求人倍率は、平成８年平均で0.70倍と前年から0.07ポイント上昇したものの、４年連続で１倍を下回り、また、完全失業率が現行調査開始以降で最悪となるなど、依然厳しい状態が続いている。
　平成８年の大阪経済は、設備投資の先行指数である機械受注額が２年ぶりに増加（対前年比7.5％増）に転じ、個人消費も５年ぶりにプラスの伸び（大型小売店販売額対前年比1.0％増）を記録した。
◆労働市場の動向（第２章）
　平成８年10月１日現在、大阪府の人口は881万4,583人（男性432万9,308人、女性448万5,275人）と、前年に比べ１万7,436人増加（0.20％増）した。
　大阪府の労働力人口は男性が289万3,478人、女性が176万5,245人、労働力人口比率は男性が79.6％、女性が46.1％となっている（平成７年）。
　府内の雇用者の推移を「常用雇用指数」（平成７年の常用労働者＝100）からみると、平成８年は96.2と対前年比3.8％減となっている。
　また、平成８年の近畿の失業率は、年間を通じて４％台前後の高水準を記録し、全般的に全国より高水準となっている。
◆職業紹介状況（第３章）
　平成８年の府内の新規求人数は、前年比17.2％増と前年に引き続き増加で推移した。一方、新規求職者数は同2.9％減と６年ぶりの減少となったため、有効求人倍率は0.57倍と前年を0.10ポイント上回った。
　一方、新規求人に対する充足数は前年に比べ3.7％増となったが、新規求人の伸びが充足数の伸びを上回ったため、平成８年の新規求人の充足率は26.9％と、前年を3.5ポイント下回った。
　日雇職業紹介状況については、就労者延数は前年比82.8％減と大幅に減少し、あいりん地区における職業紹介状況についても、阪神・淡路大震災の復興関連工事等が一段落したことなどから対前年比13.0％減となった。
◆パートタイム労働者等の雇用動向（第４章）
　週間就業時間が35時間未満の短時間雇用者（非農林業）は、平成８年には、全国で1,015万人（うち女性は692万人）と、初めて１千万人を超えた。なお、雇用者総数に占める割合も19.4％で前年（17.4％）より2.0ポイント上回った。
　府内の平成８年のパートタイム労働者の新規求人倍率は2.10倍と前年（1.67倍）に比べ0.43ポイント上昇した。また、府内の平成８年の女性パートタイム労働者の時給は平均で900円であった。
◆新規学卒者の進路状況（第５章）
　府内４年制大学の卒業者に占める就職者の割合を男女別にみると、平成８年３月で男性の就職率が71.4％、女性の就職率が61.8％と、前年よりそれぞれ0.6ポイント、0.7ポイントの減少となっている。
　また、平成８年３月の府内の中学校卒業者のうち就職者は、割合、絶対数ともに減少を続け、府内の高等学校卒業者の就職率は、史上最低値を記録した。
　平成８年３月の新規中学・高校卒業者を対象とする求人求職状況をみると、求人数が中学卒で前年比21.0％減、高校卒で18.2％減となっており、求職者数も、中学卒23.6％減、高校卒5.5％減とともに減少した。また、求人倍率は、中学卒が前年の2.7倍から2.8倍に増加したが、高校卒は2.6倍から2.2倍へと減少した。
◆女性労働者の雇用動向（第６章）
　府内における女性有業者数（平成７年）は166万6,720人であり、５年前（平成２年）と比較すると、８万人増加している。
　また、府内の女性の産業別就労状況は、「卸売・小売業、飲食店」に従事する者が32.3％と最も多く、また、第３次産業への集中（74.9％）が著しくなっている。
　平成８年の府内の女性常用労働者の平均賃金は23万9,764円（平均年齢33.1歳）、男性常用雇用者の平均賃金は39万8,779円（平均年齢39.7歳）で、平均年齢、平均勤続年数、所定外給与総額が異なるため単純に比較できないが、女性の平均賃金は男性の約60％に相当する。しかし、男性の平均賃金を100とした場合の女性の割合を年齢層別にみると、18～20歳層では85.6であるのに対し、56歳層以上では55.4になるなど、年齢層によりばらつきがある。
◆高年齢者の雇用就業動向（第７章）
　府内の高年齢者（55歳以上）の有効求人倍率は、平成８年10月時点で0.13倍（前年0.10倍）と、府内全体の有効求人倍率（0.60倍）に比べ、低水準となっており、高年齢者にとっての就職状況が厳しいことには変わりないことを示している。
　60歳以上定年制を実施している府内の事業所の割合は、94.2％（平成８年６月１日現在）に達し、平成10年に施行される60歳定年の義務化に向け着実に推移している。
　また、府内35のシルバー人材センターの会員数は合計３万907人であり（平成９年２月末現在）、就業を通じて地域社会に貢献している。
　このような状況の中で、大阪府では、高年齢者雇用就業の促進のための各種助成金制度や職業能力開発事業の拡充に努めている。
◆外国人労働者の雇用動向（第８章）
　府内における外国人登録者数は21万352人（全国136万2,371人）と東京についで全国２位となっている（平成７年末現在）。また、都道府県別総人口（平成７年10月１日現在）に占める割合では大阪が2.39％と最も高くなっている。
　労働省の「外国人雇用状況報告制度」の調査結果によれば、平成８年６月現在、大阪府内の外国人労働者数（わが国で永住を認められている外国人は含まれない）は全国第５位、雇用事業所数では第３位となっている。
◆労働時間・賃金等の動向（第９章）
　平成８年の大阪府内事業所すべての労働者の年間総実労働時間は、1,884時間となっており、４年連続で1,800時間台を記録した。また、常用雇用者の年間実労働時間は1,989時間と、依然高水準にある。なお、所定外労働時間は132時間と前年（134時間）より２時間減少している。
　府内の労働時間の実態を、規模別にみると、平成８年に週所定内労働時間「40時間」を達成した企業の割合は、「500人以上規模」が89.5％であるのに対し、「30～99人規模」では54.1％と、依然として大きな差がある。
　産業別では、「金融・保険業」の98.6％に対し、「運輸・通信業」では53.2％、「建設業」では56.8％と依然として大きな開きがある。
　一方、賃金については、平成８年府内の常用労働者の平均賃金（定期給与総額）は、35万6,522円と、前年比2.5％の増加となった。
　規模別では、「500人以上の規模」の事業所の平均給与総額を100とした場合、「30～99人規模」88.4（前年87.4）、「100～499人規模」90.1（前年88.0）となっており、企業規模間格差は若干縮小した。
　産業別では、所定内給与総額の最も高いのが「金融・保険業」（37万9,949円）で、逆に最も低いのが「サービス業」（31万7,167円）となっている。
◆労使関係（第10章）
　平成８年において各労働組合は、Ｏ－157などの新しい課題にも積極的に活動を展開した。また、メーデーについては、府内では、中央を含め36か所で開催され、68,485人（警察発表）が参加した。
　平成８年春闘の府内の加重平均妥結額は7,332円と前年より減少（対前年比3.2％減）し、率は2.70％（同0.12ポイント減）となった。
　平成８年の夏季一時金の単純平均妥結額は63万5,877円（2.28か月）、年末一時金の単純平均妥結額は67万9,410円（2.45か月）となり、額では、２年連続で前年を上回る結果となった。
　府内の労働組合の組織状況は、平成８年６月30日現在で5,974組合（対前年比0.3％増）、組合員数は104万3,815人（対前年比1.5％減）となった。
　また、大阪府地方労働委員会の調べでは、調整事件は前年比４割減、不当労働行為の救済申立て件数も前年比３割減となった。
◆職業能力開発の実施状況（第11章）
　大阪府は「大阪府職業能力開発計画（第６次）」に基づき、各種施策を推進しているが、高等職業技術専門校等における公共職業訓練実績（平成８年度）は、300科目5,954人となっている。
　平成８年度の在職者のレベルアップ促進を目標とするテクノ講座の受講者は5,045人であり、知事が認定する企業内職業能力開発「認定職業訓練」の実績は、89件２万2,844人となっており、生涯能力開発給付金の支給額は18億4,070万円となった。
　また、平成８年度の技能検定の府内の合格者数は4,784人、累計では11万7,999人となった。
◆雇用保険・労災保険（第12章）
　平成８年度の雇用保険の適用状況は、適用事業所数16万3,306所（前年度比2.9％増）、一般被保険者数313万8,185人（同0.4％増）となっている。受給者実人員は、月平均６万5,433人と、前年度比0.6％増加し、基本手当支給額は、1,230億円7,367万円（同2.5％増）となり、平成７年度に引き続き増加傾向を示した。
　労災保険の適用労働者数は386万5,770人で、前年度比2.8％減となっている。また、支払件数は39万482件、前年度比0.4％増となっており、労災保険の府内給付額は約402億円となっている（平成７年度）。
　なお、府内の死亡災害（平成８年）は142人と、前年比７人増となった。

